
３．認知症施策の推進 
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○ 「認知症の人は、精神科病院や施設を利用せざるを得ない」という考え方を改め、｢認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域 
      のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実現を目指す。 
○ この実現のため、新たな視点に立脚した施策の導入を積極的に進めることにより、これまでの「ケアの流れ」を変え、むしろ逆の流れとする標準的な 
  認知症ケアパス（状態に応じた適切なサービス提供の流れ）を構築することを、基本目標とする。 

今後目指すべき基本目標－ケアの流れを変える－ 

 ２ 早  期  診  断 ・ 早  期  対  応    

 ３ 地域での生活を支える医療サービスの構築 

気づき～診断まで 日常在宅ケア 日常在宅ケア 急性増悪期ケア 

 ５ 地域での日常生活・家族の支援の強化 

自宅 
家族 

本人 

気づき 

自宅 
家族 

本人 

自宅 

家族 

本人 

認知症初期集中 
  支援チーム 

認知症疾患 
医療センター 確定診断 

かかりつけ医 
認知症 
疑い 

日常診療 

居宅サービス 
地域密着型サービス等 

短期入所等施設を 
利用したサービス  

認知症行動・心理症状悪化時 
などの急性増悪期診療 

短期治療 
（精神科医療機関等） 

日常診療 

急性 
増悪期 

認知症の人やその家族が、認知症と疑われる症状が発生した場合に、いつ、
どこで、どのような医療や介護サービスを受ければよいか理解できるよう、標
準的な認知症ケアパスの作成と普及を推進する。 

  １ 標準的な認知症ケアパスの作成・普及 

「認知症初期集中支援 
 チーム」の設置 

かかりつけ医の認知症対応力の向上 

「身近型認知症疾患医療センター」
の整備 

「認知症の薬物治療に関するガイドライン」の策定 一般病院での認知症の人の手術、処置等の実施の確保 

精神科病院に入院が必要な 
状態像の明確化 

精神科病院からの円滑な退院・在宅
復帰の支援 

一般病院・介護保険施設等 
での認知症対応力の向上 

 ４ 地域での生活を支える介護サービスの構築 

認知症にふさわしい 
介護サービスの整備 

認知症行動・心理症状が原因で在宅生活が 
困難となった場合の介護保険施設等での対応 

「グループホーム」の活用の推進 

６ 若年性認知症の特性に配慮し、支援のためのハンドブックを作成、配布するとともに、本人や関係者等が交流できる居場所づくりの設置等を促進する 

７ 認知症の人への医療・介護を含む一体的な生活の支援として「認知症ライフサポートモデル」を策定し、これらを踏まえ医療・介護サービスを担う人材を育成する 

「認知症地域支援推進員」の設置 「認知症サポーターキャラバン」の継続的な実施 市民後見人の育成と活動支援 家族に対する支援 

老健施設・特養等  
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  厚生労働省認知症施策検討プロジェクトチーム 「今後の認知症施策の方向性について」の概要 

                                                （平成24年６月18日公表） 



「認知症施策推進５か年計画」（平成25年度から29年度までの計画） 
                  ＜抜粋版＞        （平成24年９月５日公表） 

 
１．標準的な認知症ケアパスの作成・普及 
 ○ 「認知症ケアパス」（状態に応じた適切なサービス提供の流れ）の作成・普及 
   ・平成25～26年度 各市町村において、「認知症ケアパス」の作成を推進 
   ・平成27年度以降 介護保険事業計画（市町村）に反映 
２．早期診断・早期対応 
 ○ かかりつけ医認知症対応力向上研修の受講者数（累計） 
   平成２４年度末見込 ３５,０００人 → 平成２９年度末 ５０,０００人 
 ○ 認知症サポート医養成研修の受講者数（累計） 
   平成２４年度末見込 ２,５００人 → 平成２９年度末 ４,０００人 
 ○ 「認知症初期集中支援チーム」の設置 
   ・平成25年度 全国10か所程度でモデル事業を実施 
   ・平成26年度 全国20か所程度でモデル事業を実施 
   ・平成27年度以降 モデル事業の実施状況等を検証し、全国普及のための制度化を検討 
 ○ 早期診断等を担う医療機関の数 
   ・平成24～29年度 認知症の早期診断等を行う医療機関を、約500か所整備する。 
 ○ 地域包括支援センターにおける包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の一環として多職種協働で実施される「地域ケア会議」 
   の普及・定着 
   ・平成27年度以降 すべての市町村で実施 
３．地域での生活を支える医療サービスの構築 
 ○ 「認知症の薬物治療に関するガイドライン」の策定 
   ・平成25年度以降 医師向けの研修等で活用 
 ○ 精神科病院に入院が必要な状態像の明確化 
   ・平成24年度～ 調査・研究を実施 
 ○ 「退院支援・地域連携クリティカルパス（退院に向けての診療計画）」の作成 
   ・平成25～２６年度 クリティカルパスについて、医療従事者向けの研修会等を通じて普及。あわせて、退院見込者に必要と 
    なる介護サービスの整備を介護保険事業計画に反映する方法を検討 
   ・平成２７年度以降 介護保険事業計画に反映  
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認知症高齢者数の居場所別内訳 平成24年度 平成29年度 

認知症高齢者数 305万人  373万人 

  

  

在宅介護（小規模多機能型居宅介護等を含む） 149万人 186万人 

居住系サービス（認知症対応型共同生活介護等） 28万人 44万人 

介護施設（介護老人福祉施設等） 89万人 105万人 

医療機関 38万人 38万人 

４．地域での生活を支える介護サービスの構築 

５．地域での日常生活・家族の支援の強化 
 ○ 認知症地域支援推進員の人数 
   平成２４年度末見込 １７５人 → 平成２９年度末 ７００人 
 ○ 認知症サポーターの人数（累計） 
   平成２４年度末見込 ３５０万人 → 平成２９年度末 ６００万人 
 ○ 市民後見人の育成・支援組織の体制を整備している市町村数 
   将来的に、すべての市町村(約1,700)での体制整備 
 ○ 認知症の人やその家族等に対する支援 
   ・平成25年度以降 「認知症カフェ」（認知症の人と家族、地域住民、専門職等の誰もが参加でき、集う場）の普及などにより、 
    認知症の人やその家族等に対する支援を推進 
６．若年性認知症施策の強化 
 ○ 若年性認知症支援のハンドブックの作成 
   ・平成24年度～ ハンドブックの作成。医療機関、市町村窓口等で若年性認知症と診断された人とその家族に配付 
 ○ 若年性認知症の人の意見交換会開催などの事業実施都道府県数 
   平成２４年度見込 １7都道府県 → 平成２９年度 ４７都道府県 
７．医療・介護サービスを担う人材の育成 
 ○ 「認知症ライフサポートモデル」（認知症ケアモデル）の策定 
   ・平成25年度以降 認知症ケアに携わる従事者向けの多職種協働研修等で活用 
 ○ 認知症介護実践リーダー研修の受講者数（累計） 
   平成２４年度末見込 ２．６万人 → 平成２９年度末 ４万人 
 ○ 認知症介護指導者養成研修の受講者数（累計） 
   平成２４年度末見込 １，６００人 → 平成２９年度末 ２，２００人 
 ○ 一般病院勤務の医療従事者に対する認知症対応力向上研修の受講者数（累計） 
   新規 → 平成２９年度末 ８７，０００人 
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４．社会保障・税一体改革（介護関係） 
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消費税５％引上げによる社会保障制度の安定財源確保 

＋２．７兆円程度 

＋１０．８兆円程度 
 

○年金国庫負担２分の１ 
（平成24年度・25年度の基礎年金 

 国庫負担割合２分の１の差額に係わる費用を含む） 

 
○後代への負担のつけ回しの軽減 
‐ 高齢化等に伴う増（自然増）や安定財源が確保できて 

 いない既存の社会保障費 

 
○消費税引上げに伴う社会保障支出の増 
‐ 年金、診療報酬などの物価上昇に伴う増 

 

○子ども・子育て支援の充実 
 

 ‐ 待機児童の解消（保育、放課後児童クラブの 

  量的拡充）など 

 

○医療・介護の充実 
 

 ‐ 病床機能に応じた医療資源の集中投入（入院医 
   療の強化）、在宅医療・介護の充実（病院・施設 
     から地域、在宅へ）など 

 
○年金制度の改善 
 

 ‐ 低所得高齢者・障害者等への福祉的給付、 
  受給資格期間の短縮など 

 
 ・貧困・格差対策の強化 
  （低所得者対策等） 
 

  ‐ 低所得者の保険料の軽減、総合合算制度など 

 

１％
程度 

４％
程度 

2.9兆円程度 

7.0兆円程度 

0.8兆円程度 

0.7兆円程度 

～1.6兆円弱程度 

～0.6兆円程度 

上記のうち 
～1.4兆円程度（再掲） 

社会保障の充実 

社会保障の安定化 
：今の社会保障制度を守る 

■ 消費税率（国・地方）を、2014年４月より８％へ、2015年10月より10％へ段階的に引上げ 
■ 消費税収の使い途は、国分については現在高齢者３経費（基礎年金、老人医療、介護）となっているが、 
   今後は、社会保障４経費（年金、医療、介護、子育て）に拡大 
■ 消費税の使途の明確化（消費税収の社会保障財源化） 
■ 消費税収は、全て国民に還元し、官の肥大化には使わない (注) 現行分の地方消費税を除く。また、現行の基本的枠組みを変更しないことを前提とする。 

社会保障・税一体改革成案（平成２３年６月３０日 政府・与党社会保障改革検討本部決定）を元に作成 17 


